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アジア経済法令ニュース No.22-31 

 添付法令資料 1： 韓国歴史文化圏整備等に関する特別法（目次） 

 添付法令資料 2： 中国反独占法（目次） 

 添付法令資料 3： 国際活動におけるルピアの使用政策に関する 2022年4月27日付 

  インドネシア中央銀行規則 No. 24/6/PBI/2022（目次） 

 添付法令資料 4： ガソリン・石油の経営に関する議定を合一するベトナム商工省の 

  合一文書（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2022 年 7 月 29 日（金） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 会社法の一部を改正する法律及び会社法の一部を改正する法律の施行に伴う

関係法律の整備等に関する法律の一部の施行に伴う法務省関係政令の整備に

関する政令（政令第 249 号） 

22.07.21 公布／22.09.01 施行 

2 特許法等の一部を改正する法律の一部の施行期日を定める政令（政令第 250

号） 

22.07.21 公布 

3 特許法等関係手数料令の一部を改正する政令（政令第 251 号） 

22.07.21 公布／23.04.01 施行 

4 電気事業法施行規則の一部を改正する省令（経済産業省令第 62 号） 

22.07.22 公布 

5 地方税法施行規則の一部を改正する省令（総務省令第 48 号） 

22.07.25 公布／一部を除き、同日施行 

6 著作権者不明の著作物の利用に関する裁定及び補償金の額を定める件（文化

庁告示第 29 号ないし第 44 号） 

22.07.25 公布 

7 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第二条

第十五項に規定する指定薬物及び同法第七十六条の四に規定する医療等の用

途を定める省令の一部を改正する省令（厚生労働省令第 106 号） 

22.07.27 公布 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 国家知识产权局关于印发《展会知识产权保护指引》的通知 

22.07.20 公布 国家知的財産権局 国知発保字[2022]30 号 

2 国家医保局、财政部关于进一步做好基本医疗保险跨省异地就医直接结算工作

的通知 

22.06.30 公布 国家医療保障局 財政部 医保発[2022]22 号／23.01.01 施行 
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3 中国人民银行、文化和旅游部关于金融支持文化和旅游行业恢复发展的通知 

22.07.21 公布 中国人民銀行 文化及び旅行部 教職成庁函[2022]16 号 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

1 关于明确进出口货物税款缴纳期限的公告 

22.07.15 公布 税関総署公告 2022 年第 61 号／同日施行 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 3 ロシア 

1 ロシア連邦における海港及び個別のロシア連邦法規への変更の導入に関する

ロシア連邦法律へ変更を導入することに関するロシア連邦法律第 2 条への変更

の導入に関する 2022 年 4 月 16 日付ロシア連邦法律 No.105-FZ 

2 ロシア連邦租税法典第 2 部及び個別のロシア連邦法規への変更の導入に関す

る 2022 年 4 月 16 日付ロシア連邦法律 No.96-FZ 

一部を除き、公布の日から施行 

3 ロシア連邦租税法典第 2 部第 149 条への変更の導入に関する 2022 年 4 月 16

日付ロシア連邦法律 No.97-FZ 

公布の日から 1 か月経過後に施行。ただし、付加価値税の次の課税期間の

初日より前には施行されない。 

4 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 5 韓国 

1 水産副産物再活用促進に関する法律施行規則 

22.07.22 公布 海洋水産部令第 558 号／同日施行 

2 国家超高性能コンピューター活用及び育成に関する法律施行規則一部改正令 

22.07.25 公布 科学技術情報通信部令第 92 号／同日施行 

3 南北交流協力に関する法律施行令一部改正令 

22.07.26 公布 大統領令第 32820 号／同日施行 

4 米国及びフランス産ブチルグリコールエーテルに対するダンピング防止関税

賦課に関する規則 

22.07.26 公布 企画財政部令第 925 号／同日施行 

5 自由貿易協定の履行のための関税法の特例に関する法律施行規則 
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22.07.27 公布 企画財政部令第 928 号／22.08.01 施行 

6 食品衛生法施行規則一部改正令 

22.07.28 公布 総理令第 1822 号／同日施行 

7 関税法施行規則一部改正令 

22.07.28 公布 企画財政部令第 929 号／同日施行 

 

第 6 台湾 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 7 シンガポール 

1 Regulation of Imports and Exports Act 1995 - Regulation of Imports and 

Exports (Amendment No. 2) Regulations 2022 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 25 

July 2022 and come into operation on 1 Aug 2022; No.S607/2022 

2 Goods and Services Tax Act 1993 - Goods and Services Tax (General) 

(Amendment) Regulations 2022 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 27 

July 2022 and come into operation on 1 Aug 2022; No.S620/2022 

3 Employment Act 1968 - Employment (Returns on Salary Reduction 

Measures) (Revocation) Notification 2022 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 28 

July 2022 and comes into operation on 1 Aug 2022; No.S632/2022 

 

第 8 タイ 

1 必要性を喪失し、又は他の法律と重複する法律を廃止する仏暦 2565 年（西暦

2022 年）の法律 

22.07.18 制定／22.07.19 施行 

2 仏暦 2565 年（西暦 2022 年）信用情報事業従事法（第 6 次） 

22.07.18 制定／22.07.19 施行 

3 ホテル事業従事に対する手数料免除に係る仏暦 2565 年（西暦 2022 年）の内

務省令 

22.07.08 制定 

4 電子的方法による証拠文書又は書籍に関係する取扱いに関して歳入法典に基

づき発出された財務省令第 384 号（仏暦 2565 年（西暦 2022 年）） 

22.07.20 制定／官報において発布された日（22.07.20）から 30 日経過後

に施行 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 
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第 10 フィリピン 

1 DEPARTMENT OF JUSTICE 

  DEPARTMENT CIRCULAR NO. 027, S. 2022 

  2022 NPS RULE ON APPEAL 

22.07.13 付／全国流通新聞において公布された日から 15 日後に施行 

2 INSURANCE COMMISSION  

  CIRCULAR LETTER NO. 2022-38 

  DISCOUNT RATES FOR LIFE AND NON-LIFE INSURANCE POLICY 

RESERVES AND RESERVES FOR LONG-TERM CONTRACTS OF 

HEALTH MAINTENANCE ORGANIZATIONS (HMO) AS OF 30 JUNE 

2022 

22.07.20 付 

 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 13 カザフスタン 

1 カザフスタン共和国、キルギス共和国、タジキスタン共和国、トルクメニス

タン共和国及びウズベキスタン共和国との間の 21 世紀における中央アジアの

発展のための友好、近隣及び協力に関する条約の署名に関するカザフスタン共

和国大統領令 

2022 年 7 月 20 日付 No.964／署名の日から施行 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 事業主体との効率的な対話制度の導入及び事業主体の権利保護の更なる強化

に係る措置に関するウズベキスタン共和国大統領令 

2022 年 7 月 27 日付 No.UP-178／同月 28 日施行 

2 税法及び関税法の改善に関連するいくつかのウズベキスタン共和国法令への

追加及び変更の導入に関するウズベキスタン共和国法律 

2022 年 7 月 26 日付 No.ZRU-785／一部を除き、同月 27 日施行 

3 ウズベキスタン共和国の国民の社会保障戦略の承認に関するウズベキスタン

共和国大統領令 

2022 年 7 月 25 日付 No.UP-175／同月 26 日施行 

4 飲料水供給及び排水排出に関するウズベキスタン共和国法律 
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2022 年 7 月 22 日付 No.ZRU-784／同年 10 月 24 日施行 

 

第 15 トルコ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 17 ミャンマー 

1 投資及び対外経済関係省投資及び企業管理局告示第 97/2022 号（注：登記を

抹消される会社のリストを公示する件） 

22.07.04 制定 

2 投資及び対外経済関係省投資及び企業管理局告示第 100/2022 号（注：登記を

抹消される会社のリストを公示する件） 

22.07.11 制定 

3 投資及び対外経済関係省投資及び企業管理局告示第 101/2022 号（注：登記を

抹消される会社のリストを公示する件） 

22.07.18 制定 

 

第 18 添付法令資料 

   1 韓国歴史文化圏整備等に関する特別法（目次） 

   2 中国反独占法（目次） 

   3 国際活動におけるルピアの使用政策に関する 2022年 4月 27日付インドネシ

ア中央銀行規則 No. 24/6/PBI/2022（目次） 

   4 ガソリン・石油の経営に関する議定を合一するベトナム商工省の合一文書

（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 
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穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

吉川 景司  弁護士：知的財産・韓国・モンゴル・インドネシア法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

永井 万紀子 弁護士：インドネシア法令担当 

正木 湧士  弁護士・弁理士：日本法令担当 

萩原 亮太  弁護士：ベトナム法令担当 

山本 大介  弁護士：シンガポール法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法事務弁護士（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 



 

 7 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

リッキ・A・サボナイ  外国法事務弁護士（フィリピン共和国弁護士） 

：フィリピン法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

為川 千草  パラリーガル：韓国・インド法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


